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別記様式第2号（その3の1）

（工学部　情報工学課程）

授業科目の名称 講義等の内容 備考

専
門
教
育
科
目

必
修
科
目

知能・機械工学概論 オムニバス方式

担当者1名を以下
のとおり変更

令和5年度以前
担当
12　川端　豪

令和6年度以降
担当
135　岸本　直子

授 業 科 目 の 概 要

科目
区分

（概要）
目的は、人工知能分野と機械工学分野の基礎から現在の最先端の研究を概
観し、これらの分野の全体像を得ることである。人工知能分野は、主に、
画像処理や機械学習を中心に、機械工学分野はロボット関係の技術を講義
する。

（オムニバス方式/全14回）

（4　井村　誠孝/1回）
　バーチャルリアリティを用いて実現される知的システムに関する人工知
能の基礎について担当する。

（7　岡留　剛/3回）
　機械学習について、基本的問題設定から説き起こし、線形回帰や簡単な
分類問題の基礎を担当する。

（9　角所　考/2回）
　画像処理について、基本的事項から始めて、画像の特徴量や画像分類に
ついて担当する。

（135　岸本 直子/1回）
　宇宙材料工学の基礎について担当する。

（15　工藤　卓/1回）
　脳の神経回路網についての概説と、脳を模倣した神経工学的アプローチ
について担当する。

（16　河野　恭之/1回）
ヒューマンインタフェースにおける人工知能的側面として、知的インタ

フェースについて担当する。

（17　嵯峨　宣彦/3回）
　生物を模倣した各種ロボットについて紹介し、その基礎となる動力学と
メカニズムを担当する。

（23　中後　大輔/1回）
　介護ロボットをはじめとした各種サービスロボットについて紹介し、そ
の実現のための情報処理機構について担当する。

（29　宮原　啓造/1回）
　機械工学の基礎となる各分野の簡潔な紹介と、それら分野間の相互依存
関係について担当する。
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職 位 学 位 29 歳 以 下 30 ～ 39 歳 40 ～ 49 歳 50 ～ 59 歳 60 ～ 64 歳 65 ～ 69 歳 70 歳 以 上 合 計 備 考

博 士 人 人 4 3人 12 11 人 10 人 5 人 人 31 30 29人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 6 5 6人 人 人 人 人 6 5 6人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 1 人 人 人 人 人 人 1 人

修 士 人 0 1 人 人 人 人 人 人 0 1 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 人 人 人 人 人 人 人

修 士 人 人 人 人 人 人 人 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

博 士 人 1 人 10 9 人 12 11 人 10 人 5 人 人38 36 35 人

修 士 人 0 1 人 人 人 人 人 人 0 1 人

学 士 人 人 人 人 人 人 人 人

短 期 大
学 士

人 人 人 人 人 人 人 人

そ の 他 人 人 人 人 人 人 人 人

３　この書類は，申請又は届出に係る学部等の開設後，当該学部等の修業年限に相当する期間が満了する年度における状況を記載すること。

４　「基幹教員の年齢構成・学位保有状況」欄の「基幹教員」は，大学院の研究科又は研究科の専攻の場合，「専任教員」と読み替えること。

合 計

別記様式第３号（その３の１）

専任教員の年齢構成・学位保有状況

教 授

准 教 授

(工学部）

講 師

助 教

　記載し，「備考」の欄に，具体的な学位名称を付記すること。

（注）

１　この書類は，申請又は届出に係る学部等ごとに作成すること。

２　この書類は，基幹教員についてのみ作成すること。

５　専門職大学院若しくは専門職大学の前期課程を修了した者又は専門職大学又は専門職短期大学を卒業した者に対し授与された学位については，「その他」の欄にその数を
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○高等教育推進センター規程

2010年３月12日 

理事会承認

（設置）

第１条 関西学院大学に高等教育推進センター（以下「センター」という。）を置く。

（目的）

第２条 本センターは、教育力を強化し、教育の質を高めることにより、本学の教育の一層

の充実・発展に寄与することを目的とする。

（事業）

第３条 本センターは前条の目的を達成するために、次の事業を行う。

1 本学の教育力向上に資する全学的方針の立案および活動の企画・運営

2 教職員による自律的な教育改善コミュニティー形成の支援

3 高等教育に関する政策動向等の調査・研究

4 学習支援システムを活用した教育の開発・支援

5 TA・LA等の教育・指導力向上の支援に繋がる活動の企画・運営 

6 センター紀要、資料等の発行

7 その他必要な事業

（センターの構成員）

第４条 本センターに次の教職員を置く。

1 センター長 １名

2 センター委員 ２名

3 センター教員 若干名

4 センター教育技術主事 若干名

5 事務職員 若干名

第５条 センター長はセンターを代表し、センターの事業を統轄する。

２ センター長は本学専任教員の中から、学長が任命する。

３ センター長の任期は任命した学長の在任期間とする。

第６条 センター委員は、センター長とともに、センターの運営にあたる。

２ センター委員はセンター長を補佐する。センター長に事故あるとき、又はセンター長が

欠けたとき、センター委員はその職務を代行する。

３ センター委員は本学専任教員の中からセンター長が推薦し、学長が任命する。
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４ センター委員の任期は任命した学長の在任期間とする。 

第７条 センター教員は、本センターの目的達成に必要な職務を行う。 

２ センター教員は、センター会議が推薦した者を、大学評議会で決定する。 

（センター会議） 

第８条 本センターの円滑な運営を図るため、センター会議を置く。 

第９条 センター会議は、次の委員をもって構成する。 

1 センター長 

2 センター委員 ２名 

3 学長補佐 １名 

4 教務副機構長 

5 センター事務課長 

6 その他センター会議が推薦し、センター長が委嘱した者 若干名 

第10条 センター会議はセンター長が招集し、議長となる。 

第11条 センター会議は、次の事項を協議する。 

1 教育力向上に関する全学的方針の立案及びその方策の推進に関する事項 

2 センター予算・決算に関する事項 

3 センター諸規程に関する事項 

4 センター教員、センター研究員及び教育技術主事の人事に関する事項 

5 その他センターの事業に関する重要事項 

第12条 センター会議は、構成員の過半数の出席を持って成立する。 

第13条 センター会議の議事は、出席者の過半数を持って決する。 

（センター運営委員会） 

第14条 本センターにセンター運営委員会（以下「運営委員会」という）を置く。 

第15条 運営委員会は、次の委員をもって構成する。 

1 センター長 

2 センター委員 

3 センター教員 

4 センター教育技術主事 

5 センター事務職員 若干名 

第16条 運営委員会はセンター長が招集し、議長となる。 

第17条 運営委員会は、次の事項を企画・立案し、センター会議に提案する。 
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1 センターの運営の基本方針に関する事項 

2 事業計画に関する事項 

3 高等教育についての調査・研究に関する事項 

4 その他運営に関する必要な事項 

（大学FD部会） 

第18条 大学のFD（ファカルティ・ディベロップメント）施策について、各学部等の独自

の取組を尊重しつつ全学的方針を立案するため、センター会議のもとに常設のFD部会を

置く。 

２ 大学FD部会は、次の各号の委員をもって構成する。 

1 センター長（部会長） 

2 教務機構長補佐 １名 

3 各学部副学部長 １名 

副学部長に差し支えあるときは、学部長補佐がこれを代行する。ただし、学部長補佐が

置かれていない学部については、学部が指定する委員とする。 

4 言語教育研究センター副長 １名 

5 教職教育研究センター副長 １名 

6 共通教育センター副長 １名 

上記の第４号から第６号の副長に差し支えあるときは、各センターが指定する委員とす

る。 

7 キャリア教育プログラム室長 １名 

8 ハンズオン教育プログラム室長 

9 スポーツ科学・健康科学教育プログラム室長 

10 人権教育研究室副室長 

11 国際教育・日本語教育プログラム室副室長 

12 国連・外交関連プログラム室副室長 

上記の第７号から第12号の室長もしくは副室長に差し支えあるときは、各室が指定す

る委員とする。 

13 部会長が指名した者 若干名 

センター事務課長、教務機構事務部教務課長及び部会長が必要と認めたものは、職務上

出席する。 

３ 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、前項第１号から第12号に規定する
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委員の任期はその職にある期間とする。

（大学院FD部会） 

第19条 大学院のFD（ファカルティ・ディベロップメント）施策について、各研究科等の

独自の取組を尊重しつつ全学的方針を立案するため、センター会議のもとに常設の大学院

FD部会を置く。 

２ 大学院FD部会は、次の各号の委員をもって構成する。 

1 センター長（部会長）

2 教務機構長補佐 １名

3 各研究科研究科副委員長及び副研究科長 １名

研究科副委員長及び副研究科長に差し支えあるときは、研究科委員長補佐及び研究科長

補佐がこれを代行する。ただし、研究科委員長補佐及び研究科長補佐が置かれていない

研究科については、研究科が指定する委員とする。

4 国連・外交関連プログラム室副室長

国連・外交関連プログラム室副室長に差し支えあるときは、国連・外交関連プログラム

室が指定する委員とする。

5 部会長が指名した者 若干名

センター事務課長、教務機構事務部教務課長及び部会長が必要と認めたものは、職務上

出席する。

３ 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、前項第１号から第５号に規定する委

員の任期はその職にある期間とする。

（教育力向上企画専門部会）

第20条 本学が行う授業の内容及び方法の充実と向上を図るための施策を企画・立案する

ために、センター会議のもとに教育力向上企画専門部会を置く。

２ 教育力向上企画専門部会は、次の各号の委員をもって構成する。

1 センター長（部会長）

2 センター委員 ２名

3 学長補佐 １名

4 教務機構長補佐 １名

5 センター長が指名した者 若干名

３ 委員の任期は１年とし、再任を妨げない。ただし、前項第１号、第２号、第３号及び第

４号の委員の任期はその職にある期間とする。
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４ 専門部会の運営に関する事項は別に定める。

（研究助成審査評価委員会）

第21条 本センターに、第３条第３号に関する研究助成の採択審査及び成果報告の評価を

行うため、研究助成審査評価委員会を置く。

２ 委員会の構成はセンター会議で決定する。

（センター紀要委員会）

第22条 本センターに、第３条第６号のセンター紀要を編集するため、センター紀要委員

会を置く。

２ 委員会の構成はセンター会議で決定する。

（センター教員及び教育技術主事の人事委員会）

第23条 本センターに、第４条第３号のセンター教員及び第４号の教育技術主事の人事の

ため、人事委員会を置く。

２ 委員会の構成はセンター会議で決定する。

（事務）

第24条 この規程に関する事務は、高等教育推進センター事務室が行う。

（規程の改廃）

第25条 この規程の改廃は、センター会議の議を経て、大学評議会で決定する。

附 則

１ この規程は、2010年（平成22年）４月１日から施行する。 

２ この規程の施行をもって、「総合教育研究室規程」及び「情報メディア教育センター規

程」を廃止する。

３ この規程は、2010年（平成22年）４月１日から改正施行する。 

４ この規程は、2012年（平成24年）４月１日から改正施行する。 

５ この規程は、2013年（平成25年）４月１日から改正施行する。 

６ この規程は、2017年（平成29年）４月１日から改正施行する。 

７ この規程は、2022年（令和４年）４月１日から改正施行する。 

８ この規程は、2023年（令和５年）４月１日から改正施行する。 
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○教務委員会規程

平成９年２月14日 

理事会承認

（目的）

第１条 教務上の事項について、全学的な連絡・調整、並びに協議、決定することを目的と

して教務機構に教務委員会（以下、「委員会」という。）を置く。

（構成）

第２条 委員会は次の各号の委員をもって構成し、委員長は教務機構長とする。ただし、教

務機構長に差し支えあるときは、教務副機構長がこれを代行する。

1 教務機構長

2 教務副機構長

3 教務機構長補佐

4 各学部副学部長（１名）

副学部長に差し支えあるときは、学部長補佐がこれを代行する。ただし、学部長補佐が

置かれていない学部については、学部が指定する委員とする。

5 言語教育研究センター副長（１名）

6 教職教育研究センター副長（１名）

7 高等教育推進センター委員（１名）

8 共通教育センター副長

9 ハンズオン教育プログラム室長

10 スポーツ科学・健康科学教育プログラム室長

11 ライティングセンター長

12 人権教育研究室副室長

13 国際教育・日本語教育プログラム室副室長

14 国連・外交関連プログラム室副室長

15 キャリア教育プログラム室長

16 委員長が指名した委員（若干名）

２ 教務機構事務部長、教務機構事務部次長、教務機構事務部課長、教務機構事務部課長補

佐、各学部事務長、神戸三田キャンパス教務・学生課長、教育学部事務課長、及び委員長

が必要と認めたものは、職務上出席する。

（任期）
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第３条 委員の任期は前条に定めるものがその職にある期間とする。

（定足数・議決数）

第４条 委員会は委員の３分の２以上の出席をもって成立し、議事は出席委員の過半数をも

って決する。

（開催）

第５条 委員会は原則として月１回開催する。ただし、委員長が必要と認めた場合、又は委

員の過半数から要求があった場合は、臨時に開催する。

（議決事項）

第６条 委員会は、次の事項を議決する。

1 全学科目（総合コース、センター等が提供する科目）の開講と担当者に関する事項

2 全学科目の非常勤講師の採用審査に関する事項

3 授業実施に関する事項

イ 学部総合コース等の全学共通基準の策定

ロ その他全学に共通する事項

4 定期・中間試験実施に関する事項

イ 全学に共通する事項

5 全学に共通する教務上の様式に関する事項

6 不測事態への対応体制に関する事項

イ 授業実施

ロ 試験実施

7 共通教育センター教員の任用に関する事項

8 教育力向上（ファカルティ・ディベロップメント）施策の全学的実施に関する事項

9 大学評議会から委任された事項

10 その他委員会が必要と認める事項 

２ 委員会が必要と認めた事項については大学評議会に報告し、承認を得る。又、委員会は

大学評議会に提案することができる。

（全学英語教育FD部会） 

第７条 英語教育に関するFD施策の全学的推進を図るため、委員会のもとに常設の全学英

語教育FD部会をおく。 

２ 本部会は、次の各号の委員をもって構成する。

1 教務機構長補佐（部会長） 
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2 言語教育研究センター副長 １名 

3 言語教育研究センター言語コーディネーター １名 

4 言語教育研究センターIEPコーディネーター 

5 各学部において英語教育を担当する教員。ただし、英語教育を担当する教員がいない

場合は学部が選出した委員 

6 委員長が指名する者 

３ 本部会の委員の任期は１年とし、再任を妨げない。 

（専門部会） 

第８条 委員会は必要に応じ、専門部会をおくことができる。 

２ 専門部会は、本委員会委員、学部長補佐（又は学部選出委員）のうちから委員会におい

て選出された委員をもって構成する。ただし、委員長が必要と認めた場合は、委員会の議

を経てこれら以外から委員を選出することができる。 

３ 専門部会の委員の任期は、１年とする。 

４ 専門部会は、委員会から委任された事項について協議する。 

（事務） 

第９条 委員会に関する事務は教務機構事務部がこれを行う。 

（規程の改廃） 

第10条 この規程の改廃は、委員会の議を経て大学評議会で決定する。 

附 則 

１ この規程は、1997年（平成９年）４月１日から施行する。 

２ この規程の施行をもって、生涯学習委員会規程を廃止する。 

３ この規程は、1997年（平成９年）５月２日から改正施行する。 

４ この規程は、1999年（平成11年）４月１日から改正施行する。 

５ この規程は、1999年（平成11年）10月１日から改正施行する。 

６ この規程は、2000年（平成12年）４月１日から改正施行する。 

７ この規程は、2002年（平成14年）４月１日から改正施行する。 

８ この規程は、2002年（平成14年）８月１日から改正施行する。 

９ この規程は、2004年（平成16年）４月１日から改正施行する。 

10 この規程は、2005年（平成17年）４月１日から改正施行する。 

11 この規程は、2006年（平成18年）４月１日から改正施行する。 

12 この規程は、2007年（平成19年）４月１日から改正施行する。 
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13 この規程は、2008年（平成20年）４月１日から改正施行する。 

14 この規程は、2009年（平成21年）４月１日から改正施行する。 

15 この規程は、2010年（平成22年）７月２日から改正施行する。 

16 この規程は、2010年（平成22年）10月１日から改正施行する。 

17 この規程は、2011年（平成23年）４月１日から改正施行する。 

18 この規程は、2011年（平成23年）11月１日から改正施行する。 

19 この規程は、2012年（平成24年）４月１日から改正施行する。 

20 この規程は、2013年（平成25年）４月１日から改正施行する。 

21 この規程は、2014年（平成26年）４月１日から改正施行する。 

22 この規程は、2016年（平成28年）４月１日から改正施行する。 

23 この規程は、2017年（平成29年）４月１日から改正施行する。 

24 この規程は、2020年（令和２年）４月１日から改正施行する。 

25 この規程は、2021年（令和３年）４月１日から改正施行する。 

26 この規程は、2022年（令和４年）４月１日から改正施行する。 

27 この規程は、2023年（令和５年）４月１日から改正施行する。 
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